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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和６年（2024年）度に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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財源
内訳

国県支出金 45,388 68,772

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 52,174 52,805 44,426

事業費の合計　（千円） 97,562 121,577 116,173

71,747

人件費　（千円） 67,022 72,038

埋蔵文化財調査管理
事業

出土品再整理
保管施設賃借料
フィルムデジタル化

再整理箱数（件） 274 500 500

55%
50,648 50,806 49,221

埋蔵文化財発掘調査
事業

市内遺跡発掘調査
（作業委託、機材賃
借）
発掘調査費補助金
出土遺物保存処理

市による発掘調査件
数及び発掘調査補助
金交付件数

8 17 11

47%
37,924 58,145 52,397

文化財の指定、調査、
管理事業

文化財専門委員会の
開催（報酬、報償費）
指定文化財管理補助
金

新規市指定文化財件
数（件） 2 3 3

67%

8,990 12,626 14,555
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事務事業
実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）
令和６年度 令和７年度

達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

総合計画上
の位置付け 分野 2-(1)　歴史環境 施策の方針 2-(1)-①文化財の保護

市民等

有形・無形文化財、民俗文化財、埋蔵文化財等を適切に保護する。

文化財を適切に保護し、後世に伝える。

・文化財専門委員会を３回開催し、市指定文化財２件を新規に指定した。
・鎌倉市指定文化財の適切な管理のため、文化財の所有者に対し管理補助金を交付した。
・建築工事等により失われる埋蔵文化財の記録保存のため、４箇所の発掘調査を実施した。
・令和２年度、令和３年度に実施した３件の発掘調査報告書を刊行した。
・民間の調査会社を利用して発掘調査を実施する個人の費用負担軽減のため、補助金を４件交付した。
・過去の発掘調査で撮影した写真、フィルムの恒久的な保管、活用のため、約7.7万枚をデジタル化した。

令和７年（2025年）度行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者

教育-46
文化財調査・整備事業

自治事務 主管課 文化財課

法定受託事務 関連課

文化財課長　鈴木　庸一郎



4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

5 評価結果

(１) 最小事業評価
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埋蔵文化財発掘調査
事業

個々の調査規模が大きかったた
め、市が実施した発掘調査の件
数は、昨年から２件減少した。ま
た、補助金の交付を受けて自費
で調査する件数は４件にとどま
り、目標には至らなかった。

文化財保護法に基づき、工事等
により失われる貴重な埋蔵文化
財を記録し、保存して未来へ引
き継いでいく事業であり、妥当で
ある。

発掘調査が必要となる件数が多いた
め、発掘調査着手までの期間が長期
化している。職員の増員などにより、
調査の需要に即応できる体制を整備
する必要がある。

埋蔵文化財調査管理
事業

目標とした再整理件数は、出土
品の保管状況により左右され
る。件数は目標に達しなかった
が、実質的な作業は着実に実施
し、出土品の公開活用も進んで
いる。

貴重な文化財である出土品を適
切に管理し、公開活用を進める
ことで、地域の歴史や文化を知
る機会の創出につながる。歴史
的遺産と共生するまちづくりに寄
与する事業である。

発掘調査実施後の成果の速やかな
公開を図る必要がある。また、増え続
ける出土品を適切かつ効率的に保管
するシステムの整備が必要である。
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事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

文化財の指定、調査、
管理事業

目標数の新規指定には至らな
かったが、指定件数は着実に増
えている。また、指定文化財の
日常的な管理も適切に行われて
いる。

有形・無形文化財、民俗文化
財、史跡名勝天然記念物等の
貴重な文化財を、調査・研究の
成果に基づき指定・登録し、後
世に確実に引き継いでいくため
妥当な事業である。

現状で未指定の文化財の保護の手
法が課題となっており、当面は現状
の把握と指定に向けた調査・研究を
継続する。

3.1

会計年度任用職員 41.0 35.0 40.0 35.0 26.0 33.0

正規職員等 4.0 4.0 4.0 4.2 3.1

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度



(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ □ ■ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

文化財の整備や管理、調整等に必要な業務量は文化財の数に比例するため、自治体の人口規模や財政規模ではな
く、指定文化財の件数を指標として、必要な経費を確保し、事務体制を整備する必要がある。

他市実績
608 112 45 60 149 123 35 41

 

比較事項 指定文化財件数

団体名 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市 平塚市 小田原市 横須賀市

達成率 100.0% 100.0% 100.0% 120.0% 80.0%

開発等によって失われる埋蔵文化財
の記録保存を確実に行うため。

逗子市 三浦市

5.0

実績値 5.0 5.0 5.0 6.0 4.0

R5年度 R6年度 R7年度

目標値 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0

指標（単位） 市による発掘調査件数 単位 件

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

達成率 33.3% 33.3% 33.3% 66.7% 66.7%

市にとって重要な文化財の適切な保護を
進めるため。

3.0

実績値 1.0 1.0 1.0 2.0 2.0

R5年度 R6年度 R7年度

目標値 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0

・市指定文化財の指定、管理補助金の交付により、文化財の保護が円滑に図られている。
・現在指定されていない文化財の現況把握に努め、指定に向けた調査・研究を進めていく。
・市が直営で実施する発掘調査件数を維持するとともに、発掘調査の待機時間短縮に向けて、引き続き発掘調査費
補助金等を活用しつつ、調査担当職員の増員などにより体制の整備を図る。

指標（単位） 新規市指定文化財件数 単位 件

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

△-1　今後、市民等との協働による事業を検討すべき事業がある

協働実施済の場合のパートナー

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

公平性 受益者負担は公正・公平か ○.負担導入済 ○-2　適正な受益者負担を導入している

2　統合に向けて検討できる事業がある

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 2　民間によるサービスで代替できる事業はあるが、民間による提供が不足している

効率性

事業費の削減余地はないか 1　事業費の削減余地はない

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 1　実施済み

関連・類似する事業の統合はできないか


